
（平成２１年１１月１８日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 8 件

厚生年金関係 8 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 21 件

国民年金関係 12 件

厚生年金関係 9 件

年金記録確認福岡地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



  

福岡厚生年金 事案 1551 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ工場におけ

る資格喪失日に係る記録及び同社Ｄ支店における資格取得日に係る記録を昭和

22 年８月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 600 円とすることが必要

である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 大正 11年生  

    住    所 ：   

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 22年７月 26日から 23年５月１日まで 

昭和 16 年に入社して以来、定年までＡ社に勤務したが、同社Ｃ工場から

同社Ｄ支店に転勤した際の 10 か月の記録に空白期間がある。継続して勤務

したのは間違いなく、厚生年金保険の記録に空白期間が生じることはあり

えない。申立期間を厚生年金保険被保険者としての記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社が発行した在籍証明書、人事記録及び公共職業安定所の雇用保険被保

険者記録から判断すると、申立人は、Ａ社に継続して勤務し（昭和 22 年８月

１日にＡ社Ｃ工場から同社Ｄ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ工場及び同社

Ｄ支店における社会保険事務所の記録から 600円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主は、納付したかは不明と回答しており、このほかに確

認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを

得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日及び取得日に係る届出を社会保険事

務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 1552 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における

資格喪失日に係る記録を昭和51年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額

を12万6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 26年生  

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 51年６月 17日から同年７月１日まで 

厚生年金保険の加入記録を社会保険事務所に照会したところ、Ａ社には

入社以来、継続して勤務しているにもかかわらず、申立期間について加入

記録が確認できない旨の回答であった。私は、昭和51年７月１日付けで同

社Ｃ出張所（現在は、同社Ｃ支店）から同社Ｄ支店に異動しているが、社

会保険事務所の記録では同年６月17日までしか同社Ｃ出張所に係る厚生年

金保険の加入記録が確認できないことには納得できないので、申立期間を

厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社が保管する人事記録及び公共職業安定所の雇用保険被保険者記録から、

申立人は、同社に継続して勤務し（昭和51年７月１日にＡ社Ｃ出張所から同社

Ｄ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における

昭和51年６月の社会保険事務所の記録から、12万6,000円とすることが妥当で

ある。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行の有無

については、事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としており、

これを確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断



  

せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 1553 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、平成元年３月 11 日から同年５月１日までの期

間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認めら

れることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を同年５月１日に

訂正し、当該期間の標準報酬月額を６万 8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 40年生  

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年３月 11日から同年７月８日まで 

私は、昭和 63 年７月から平成元年７月７日までＡ社（現在は、Ｂ社）に

パートとして勤務していたのに、申立期間の厚生年金保険被保険者記録が

無い。申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人が名前を挙げる複数の同僚は、「申立人は結婚後も勤務していたが

妊娠を機に退職した。」とＡ社における申立人の勤務状況を具体的に供述

しており、申立人が申立期間において同事業所に継続して勤務していたこ

とが推認できる。 

また、申立人は、当該事業所において給与から厚生年金保険料を控除さ

れていたことを裏付ける資料として、申立人が申立期間当時に記録してい

たとする手帳を所持しており、同手帳には、平成元年１月から同年７月ま

での給与額のほかに、同年１月から同年４月までの期間については、雇用

保険料、健康保険料、厚生年金保険料を合算した金額（平成元年１月及び

同年２月分は、厚生年金保険料等項目ごとの内訳の記録あり）及び市県民

税額が記載されている。 

さらに、当該手帳に記載されている厚生年金保険料の控除額は、社会保

険事務所が記録する申立人に係る厚生年金保険の標準報酬月額に見合う保

険料額と一致している上、雇用保険料、健康保険料等を合算して記録され



  

ている控除額も当時の保険料率により算出した保険料額と一致しているこ

とが確認できる。 

加えて、当該手帳への記録を行うに至った経緯について、申立人は「結

婚後である平成元年の年末に、自分が税制上において夫の被扶養者になれ

るかを確認するために作成した。」と供述しており、その説明に不自然さ

は無く、このほか、当該手帳に記載されている記録を疑わせる事情は見当

たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人は、申立期間のうち、平成元年３月及び同年４月の厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

なお、当該期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における当該

手帳に記載されている報酬月額から、６万 8,000 円とすることが妥当であ

る。 

また、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は関連資料を保管しておらず不明であると回答しているが、

雇用保険における離職日の翌日と厚生年金保険の資格喪失日が一致してお

り（雇用保険の離職日の翌日が厚生年金保険の資格喪失日）、公共職業安

定所及び社会保険事務所の双方が誤って同じ資格喪失日と記録したとは考

え難いことから、事業主が社会保険事務所の記録どおり平成元年３月 11 日

を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は申立人に係る平成

元年３月及び同年４月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会

保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納入されるべき保険料

に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人

に係る当該期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 ２ 申立期間のうち、平成元年５月１日から同年７月８日までの期間について

は、申立人が所持する手帳には、当該期間の厚生年金保険料が控除された

ことの記載は確認できない。 

また、Ｂ社は、「関連資料を保管していない。」と回答しており、当該

期間における事業主による厚生年金保険料控除の事実について確認するこ

とができない。 

さらに、申立人が当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、

申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が当該期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

福岡厚生年金 事案 1554 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（昭和 30 年７月１日にＢ社に

名称変更し、現在は、Ｃ社）における資格取得日に係る記録を昭和 30 年２月

12 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 6,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男  

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 10年生  

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 30年２月 12日から同年３月１日まで 

私は、昭和 29年３月 10日からＤ協同組合（現在は、Ｃ社）に勤務し、そ

の後、会社名の変更があるものの、平成５年 10 月１日まで継続して同じ事

業所に勤務していた。 

 厚生年金保険被保険者記録について社会保険事務所に照会したところ、申

立期間の被保険者記録が無い旨の回答をもらったが、継続して同じ事業所に

勤務し厚生年金保険料も控除されていたと思うので、当該期間を厚生年金保

険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｄ協同組合及びＡ社の後継事業所であるＣ社が提出した人事記録（発令

簿）、同社の回答及び申立人に係る公共職業安定所の雇用保険被保険者記録、

並びに同僚の供述から判断すると、申立人は、Ｄ協同組合及び同組合の関連会

社に継続して勤務し（昭和 30年２月 12日にＤ協同組合からＡ社に異動）、申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 30

年３月の社会保険事務所の記録から、6,000円とすることが妥当である。 

 なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、後継事業所のＣ社は納付していたと思うと主張しているが、これを確認



  

できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得

ない。 

 また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対して

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこと

から、行ったとは認められない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 1555 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 55 年 10 月１日から 56 年１月１日までの

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を同年１月１日

に訂正し、55 年 10 月から同年 12 月までの標準報酬月額を 17 万円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生  

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年 10月１日から 56年２月２日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社に勤務

していた申立期間に係る被保険者記録が無いとの回答があった。勤務して

いたことは事実であるので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間とし

て認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 雇用保険被保険者記録及び申立人が提出した給与明細書により、申立人が

Ａ社に継続して勤務し、申立期間のうち、昭和 55 年 10 月１日から 56 年１

月１日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたものと認められる。 

また、当該期間の標準報酬月額については、申立人が提出した給与明細書

から、17万円とすることが妥当である。 

一方、社会保険事務所の記録によると、Ａ社は昭和 55年 10月１日に厚生

年金保険の適用事業所ではなくなっており、その後は、同年 10 月１日から

同社が再度適用事業所として確認できる 56 年２月２日まで適用事業所とし

ての記録が無い。しかし、同社における健康保険厚生年金保険被保険者名

簿及び事業主の供述によれば、同社には、申立期間当時、常時５人以上の

従業員が雇用されていたものと認められることから、当時の厚生年金保険



  

法に定める適用事業所の要件を満たしていたものと判断される。 

なお、事業主は、申立人の当該期間において適用事業所でありながら、

社会保険事務所に適用の届出を行っていなかったと認められることから、

申立人の当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 

 

２ 申立期間のうち、昭和 56 年１月１日から同年２月２日までの期間につい

て、申立人が提出した給与明細書では当該期間の厚生年金保険料が控除さ

れていることを確認できない上、当該保険料の控除について同僚等から明

確な供述を得ることができないほか、申立人の当該期間における保険料控

除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 1556 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録

を昭和 34 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万 6,000 円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34年３月 31日から同年４月１日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、昭和 33 年

４月１日にＡ社に入社し、１年間の本社実習を終え、34 年４月１日に同社

Ｂ工場に配属されたが、申立期間に係る被保険者記録が無いとの回答が

あった。継続して勤務していたことは事実であるので、申立期間を厚生年

金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険被保険者記録及びＡ社の回答等から判断すると、申立人が同事業

所に継続して勤務し（昭和 34 年４月１日にＡ社から同社Ｂ工場に異動）、申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 34

年２月の社会保険事務所の記録から、１万 6,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立人に係る厚生年金保険被保険者資格喪失届を社会保険事

務所に誤って提出し、申立期間に係る厚生年金保険料についても納付していな

いことを認めていることから、社会保険事務所の記録どおりの届出が事業主か

ら行われ、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 34 年３月の保険

料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行った

ものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した

場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 



  

福岡厚生年金 事案 1557 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録

を昭和 46 年６月７日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を４万 5,000 円とす

ることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年 11月 21日から 46年６月７日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社からＢ

社Ｃ店に転勤した際の申立期間に係る被保険者記録が無いとの回答があっ

た。Ｄ社の関連会社である両事業所に継続して勤務していたことは事実で

あるので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｄ社が提出した申立人の退職金支払明細書、同社の回答及び申立人の同僚

の供述から判断すると、申立人がＤ社の関連会社に継続して勤務し（昭和 46

年６月７日にＡ社からＢ社Ｃ店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 45

年 10 月の社会保険事務所の記録から、４万 5,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、Ｄ社は社会保険料を滞納したことはないとしているが、この

ほかに確認できる関連資料及び周辺事情が無いことから、明らかでないと判断

せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこ

とから、行ったとは認められない。 



  

福岡厚生年金 事案 1558 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪失日は平成３年６月 21 日で

あると認められることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失

日を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、22 万円とすることが妥当であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成３年５月 20日から同年６月 21日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社から関

連会社であるＣ社に異動した際の申立期間に係る被保険者記録が無いとの

回答があった。継続して勤務していたことは事実であるので、申立期間を

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険被保険者記録、Ｄ厚生年金基金の加入員記録、Ｅ健康保険組合の

被保険者記録、及びＢ社が提出した申立人の従業員カードから判断すると、申

立人が申立期間においてＡ社及び同社の関連会社に継続して勤務（平成３年６

月 21日にＡ社からＣ社に異動）していたことが認められる。 

また、Ｄ厚生年金基金の加入員記録によれば、Ａ社において平成３年６月

21 日に資格喪失し、同日にＣ社において資格取得していることが確認できる

上、Ｂ社では、「申立期間当時、厚生年金基金加入員資格喪失届及び同資格取

得届は複写式の様式を使用しており、同基金に提出したものと同一内容の書類

を社会保険事務所にも提出していた。」と回答している。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、事

業主は、平成３年６月 21 日に申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資

格を喪失した旨の届出を社会保険事務所に行ったことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における平成３

年５月のＤ厚生年金基金の記録から、22万円とすることが妥当である。 



  

福岡国民年金 事案 1698 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 51年４月から同年 12月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男  

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 28年生  

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 51年４月から同年 12月まで 

申立期間は 32 年前のことであり、既に記憶も薄れているが、小さな個人

の事務所で働き、給料から国民年金保険料等の納付に努めた。昔、両親か

ら、「20 歳を過ぎたら国民の義務なので、国民年金、健康保険、市県民税

はすぐ加入し、納付するようにしなさい。」と言われており、勤め始めて

２年目から実行した記憶が少しある。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、所持する昭和 51 年から 53 年までの給与所得の源泉徴収票及び

支払事項などを書いた当時のメモ手帳の記録を基に、51 年に国民年金の加入

手続を行い、申立期間の国民年金保険料を納付したと申し立てている。 

しかしながら、社会保険事務所が保管する国民年金手帳記号番号払出簿の

記録から、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 53 年１月にＡ市Ｂ区役所

において払い出されていることが確認できる上、申立人が所持する年金手帳に

は同年２月３日発行の記載があるほか、申立人が所持する昭和 52 年度のメモ

手帳には「国民年金申込 2/3」の記載があることから、申立人の国民年金の加

入手続は、53年２月３日に行われたものと考えられる。 

また、昭和 51 年分及び 52 年分の給与所得の源泉徴収票に記載された社会

保険料の金額は、当該メモ手帳に記載された国民健康保険料の金額とほぼ合致

する上、昭和 52 年度の当該メモ手帳の「３月計画」の欄には、「④年金３期

分月額の３か月分×３」及び「52 年金４期分（３月）（月額の３か月分）

残」の記載があり、これら 52 年度分の国民年金保険料の金額に加え、53 年４

月から同年９月まで納付した場合の国民年金保険料額及び当該メモ手帳に記載

された同年４月及び同年５月の国民健康保険料額から推測される同年分の国民



  

健康保険料額の合計額は、同年分の給与所得の源泉徴収票に記載された社会保

険料の金額とほぼ一致することを踏まえると、同源泉徴収票に記載された社会

保険料の金額は、52 年４月から 53 年９月までの国民年金保険料額及び 53 年

分の国民健康保険料額の合計額であると考えられ、申立期間の国民年金保険料

については納付したものとは考え難い。 

さらに、申立人の国民年金保険料の納付時期、納付場所、納付金額等に係

る記憶が定かでなく、保険料の納付状況等が不明である。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 



  

福岡国民年金 事案 1699 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 51 年９月から 60 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生  

    住    所 ：   

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51年９月から 60年３月まで 

国民年金は、将来、大事なものだと常々考えており、国民年金保険料は必

ず納付していた。申立期間当時についても、集金人に納付していた記憶が

ある。申立期間の納付記録を訂正してもらいたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所の記録から、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 59 年

11 月に職権によりその妻と連番で払い出されていることが推認でき、この時

点では、申立期間の大部分は時効により国民年金保険料を納付することはでき

ない。 

また、申立人及びその妻は、昭和 48 年 10 月に結婚してから平成 16 年 11

月までＡ市Ｂ区に居住しており、申立期間から継続して国民年金保険料を納付

しながら、昭和 59年 11月に新たに申立人の国民年金手帳記号番号が払い出さ

れたとは考え難い上、ほかに、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出さ

れていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

さらに、申立人は、国民年金の加入手続、国民年金手帳の受領、集金人に

国民年金保険料を納付した際の領収書の受領等についての記憶が明確でなく、

申立期間に係る国民年金の加入状況及び国民年金保険料の納付状況が不明であ

る。 

加えて、申立人の妻についても、申立期間の国民年金保険料は未納とされ

ており、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を納付

していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 



  

福岡国民年金 事案 1700 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成４年 12 月から５年３月までの期間、７年４月から同年６月ま

での期間、９年７月から同年８月までの期間及び９年 11月から 10年６月まで

の期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男  

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日  ： 昭和 47年生  

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： ① 平成４年 12月から５年３月まで 

         ② 平成７年４月から同年６月まで 

         ③ 平成９年７月及び同年８月 

         ④ 平成９年 11月から 10年６月まで 

申立期間①については、Ａ市で事業を経営しており、収入はかなりあっ

たので、国民年金保険料を納付していた。しかし、従業員が事件を起こし

て仕事を受注できなくなったので、平成５年４月からは国民年金保険料の

免除申請をした。 

申立期間②については、平成７年７月からＢ社に就職が決まり、同年４

月から同社で研修中であったが、Ａ市Ｃ区役所で国民年金保険料を納付し

た。 

申立期間③については、元妻と離婚するために、平成９年９月ごろから

別居したが、その際、元妻に私の国民年金保険料を納付するように現金を

渡して依頼したので、納付しているはずである。 

申立期間④については、平成 10 年５月ごろにＡ市に帰った後、Ａ市Ｃ区

役所の職員から「国民年金保険料の未納分をまとめて納付しませんか。」

と言われ、当該期間の８か月分の国民年金保険料を職員に納付したので、

当該期間について未納とされていることに納得がいかない。 

すべての申立期間について納付記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①から③については、申立人は、国民年金保険料を納付した場所、



  

方法、金額、時期等に関する記憶が明確でないため、保険料の納付状況等が不

明である上、申立期間③については、申立人は元妻に自身の国民年金保険料を

納付するように現金を渡して依頼したと主張しているが、元妻についても当該

期間の国民年金保険料は未納となっている。 

また、申立期間①及び②については、Ａ市Ｄ区役所が保管する申立人の国

民年金被保険者名簿により、申立人の国民年金保険料は未納の記録であること

が確認できる上、申立期間①から③については、Ｅ市役所が保管する申立人の

国民年金被保険者履歴納付記録により、申立人の国民年金保険料は未納の記録

であることが確認できる。 

さらに、申立期間④については、申立人は、当初、平成 10 年５月ごろにＡ

市Ｃ区役所の職員に国民年金保険料を納付したと主張していたものの、後日、

当該期間の国民年金保険料は、11 年 11 月ごろＦ社会保険事務所に納付したと

主張を変更し、その際、国民年金保険料の領収書の交付は受けていないと主張

しているところ、同社会保険事務所は、「当時、住所、氏名のみでも本人と確

認できれば過年度納付はできるものの、領収書は必ず交付していた。」と回答

している上、当該期間については、Ａ市Ｇ区役所が保管する申立人の国民年金

被保険者名簿においても、10 年５月 11 日に国民年金の加入手続がなされたこ

とは確認できるが、保険料の納付記録は確認できない。 

加えて、申立人がすべての申立期間の国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年金

保険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 



  

福岡国民年金 事案 1701 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50 年２月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日  ： 昭和６年生  

    住    所 ：   

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 50年２月から 61年３月まで 

私は、昭和 50 年２月 12 日に、妻と一緒に国民年金の任意加入をして、継

続して国民年金保険料を妻の分と一緒に納付していた。申立期間について

も、国民年金保険料を納付していたはずなので、納付記録を訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ市Ｂ区役所が保管する国民年金手帳記号番号払出簿の記録から、申立人

の国民年金手帳記号番号が、昭和 61年４月 22日に払い出されていることが確

認でき、この時点において、申立期間の大部分は時効により国民年金保険料を

納付することはできず、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されてい

たことをうかがわせる事情は見当たらない。 

また、申立人が所持する年金手帳においても、申立人が初めて国民年金の

被保険者になった日は昭和 61 年４月１日、住所は、申立人が 60 年３月 10 日

に転居したＡ市Ｂ区Ｃとの記録が確認できるほか、社会保険事務所が保管する

国民年金手帳記号番号払出簿において、申立人の妻の国民年金手帳記号番号が

払い出された時期に、申立人の氏名は確認することができない。 

さらに、申立人に係る住民票の記録により、申立人が、申立期間中の昭和

51 年８月 29 日にＡ市Ｄ区から同市Ｂ区Ｅへ転居していることが確認でき、複

数の行政機関において長期にわたり、国民年金の加入、納付等の記録を誤ると

は考えにくい。 

加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を

納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 



  

福岡国民年金 事案 1702 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57 年１月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生  

    住    所 ：   

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57年１月から 61年３月まで 

国民年金の加入・納付記録において、昭和 50 年２月 12 日に国民年金の任

意加入をした後、57 年１月 23 日に被保険者資格を喪失し、61 年３月まで

の間、国民年金に未加入とされているが、国民年金の資格喪失の手続をし

た憶
おぼ

えは無く、夫の分と一緒に、申立期間を含めて、継続して国民年金保

険料を納付していたので、納付記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所が保管する国民年金手帳記号番号払出簿の記録から、申立

人の国民年金手帳記号番号は、昭和 50 年２月に払い出されていることが確認

できるところ、一緒に国民年金保険料を納付していたとする申立人の夫の国民

年金手帳記号番号は、62 年４月 22 日に払い出されていることが確認でき、申

立人夫婦が一緒に国民年金保険料を納付していたことがうかがわれないほか、

申立人及びその夫に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうか

がわせる事情は見当たらない。 

また、申立人が所持する年金手帳において、昭和 57 年１月 23 日に国民年

金被保険者資格を喪失し、61 年４月１日に同資格を再取得していることが確

認できる上、この記録は、社会保険庁のオンライン記録と一致しており、申立

期間は、国民年金の未加入期間であり、申立人は、国民年金保険料を納付する

ことができなかったものと考えられる。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を

納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 



  

福岡国民年金 事案 1703 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60 年５月から同年８月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 34年生  

住    所 ：  

          

              

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 60年５月から同年８月まで 

私は、昭和 60 年４月に会社を退職の際、会社の担当者から国民年金に加

入するように勧められて同年５月ごろＡ区役所で加入手続をした。申立期

間の保険料納付については納付書で 9,000 円の保険料をＢ銀行Ｃ支店か、

Ｄ銀行Ｅ支店又はＡ区役所で納めた。 

国民年金の納付記録を見ていただければわかるように申立期間を除いて

未納期間は無い。申立期間の保険料が未納に至った原因は、昭和 61 年４月

に基礎年金制度が導入され電算移行作業の不備のために生じた可能性が高

い。 

納付したことは間違いないので納付記録の訂正をしてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は平成４年 12 月に払い出されており、それ

以前に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情

は見当たらない上、申立人が提出した年金手帳には、年金手帳発行年月日が同

年 12月 24日と記載されていることが確認できるとともに、国民年金被保険者

資格を昭和 60年５月 21日にさかのぼって取得していることが確認できること

から、同手帳が発行された時点で申立期間の国民年金保険料は時効により納付

することができなかったと考えられる。 

また、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことを示す

関連資料（家計簿、日記等）が無い上、国民年金への加入手続及び保険料の納

付に関する申立人の記憶は明確ではなく、このほか、申立人が申立期間に係る

国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 



  

福岡国民年金 事案 1704 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 56 年６月から平成元年３月までの期間及び元年４月から９年

５月までのうちの３年間分の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 36年生  

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 56年６月から平成元年３月まで 

② 平成元年４月から９年５月までのうちの３年間 

申立期間①については、20 歳のときには個人事業の商店に勤めていたが、

母親に「サラリーマンと違って、年金が支給されるようになっても支給さ

れる額が少ないから、国民年金の保険料だけは納めるように。」と言われ

ていたので、毎月、給料日の後に、役場か郵便局に保険料を納めに行って

いた。この期間の国民年金保険料は確実に納めた。 

申立期間②については、収入が無いので納められないときもあったが、役

場の国民年金の窓口で「３年分はさかのぼって納められるから納められた

方がいいですよ。社会保険事務所から納付書を送ってもらうよう手配しま

すから。」というようなことを言われ、どういうふうに納めた方がいいか

と尋ねて、未納分から２か月分ずつ納めて追いついていくというような方

法で納めていった期間があるので確認してほしい。 

20 年以上経っているため領収書などは残っていないが、申立期間の国民

年金保険料を納付したものと認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 61 年３月

にその当時同居していた兄と連番で払い出されており、それ以前に別の国民年

金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない上、

Ａ町の国民年金被保険者名簿によれば、申立人の国民年金被保険者資格が職権

適用によって取得されていることが確認できることから、国民年金手帳記号番

号が払い出された時点において、申立期間①のうち 56 年６月から 58 年 12 月



  

までの期間は、時効により国民年金保険料を納付できない期間である。 

また、申立期間①のうち昭和 59 年１月から平成元年３月までの期間及び申

立期間②のうち申請免除期間を除く期間については、Ａ町の国民年金納付台帳、

被保険者名簿及び電子情報では、国民年金保険料が納付された記録は見当たら

ず、申立人と連番で国民年金手帳記号番号が払い出されている同居の兄も、当

該期間中の、厚生年金保険被保険者資格を喪失した昭和 57 年４月から同資格

を再取得した平成４年４月までの国民年金加入期間については、未納期間及び

申請免除期間を含め申立人と同様の納付記録となっている。 

さらに、Ａ町の電子情報及び社会保険庁のオンライン記録によれば、申立

人は、平成 10 年９月から 12 年４月までの１年８か月の間に、９年６月から

12 年３月までの２年 10 か月分の国民年金保険料を申立人の申立てどおり一月

にほぼ２か月分ずつ納付し、同年４月からは１か月分ずつ現年度納付している

ことが確認できることから、この期間を申立期間②と誤認している可能性も否

定できない。 

加えて、申立期間①及び②のいずれについても、申立人が国民年金保険料

を納付していたことを示す関連資料（家計簿、日記等）が無く、ほかに申立期

間の国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 



  

福岡国民年金 事案 1705 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 58 年３月から平成３年６月までの期間、12 年 11 月から 13 年

10 月までの期間及び 14 年４月から 15 年６月までの期間の国民年金保険料に

ついては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 33年生  

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 58年３月から平成３年６月まで 

② 平成 12年 11月から 13年 10月まで 

③ 平成 14年４月から 15年６月まで 

申立期間①については、会社退職後、親から出してもらったり、貯金をお

ろしたりしながら国民年金保険料を納めてきた。納められないときもあっ

た。結婚後の申立期間②及び③については、給料が出た後に国民年金保険

料を納めていた。 

年数が経っているのでよく憶
おぼ

えていないし、領収書なども残っていないが、

申立期間の国民年金保険料を納付したことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人の国民年金手帳記号番号は、平成５年７月

ごろＡ県Ｂ町（現在は,Ｃ市）で払い出されており、それ以前に別の国民年金

手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない上、

Ｃ市の国民年金被保険者名簿及び社会保険庁のオンライン記録によれば、同年

８月 23 日にその時点で最大限さかのぼることができる３年７月から４年５月

までの国民年金保険料が納付されていることが確認できることから、この時点

においては、申立期間①は時効により国民年金保険料を納付することができな

い期間である。 

また、申立期間②及び③については、申立人及びその元夫の納付記録によ

れば、申立期間②以前の二人の国民年金保険料は同日納付されていることが確

認できるところ、申立人とともにその元夫も未納期間とされている。 

さらに、申立期間①、②及び③のいずれについても、申立人が国民年金保



  

険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、日記等）が無く、ほかに当

該期間の国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらな

い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 



  

福岡国民年金 事案 1706 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49 年６月から 51 年３月までの期間及び 63 年１月から同年 10

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生  

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 49年６月から 51年３月まで 

             ② 昭和 63年１月から同年 10月まで 

私は、申立期間①当時、厚生年金保険適用事業所だったＡ医院を退職した

後に、厚生年金保険未適用事業所の医院に勤めていたので、以前加入して

いた国民年金に引き続き加入した。国民年金の加入手続は母にしてもらっ

たが、国民年金保険料は自分で郵便局へ持って行って納付していた。 

また、婚姻後は、私の夫は事業をしていたが厚生年金保険が無かったので、

国民年金に加入し、国民年金保険料は私が夫の分と二人分まとめて納付し

ていたので、申立期間②についても納付しているはずだ。 

    申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 45 年 11

月に申立人及びその母親と同時に払い出されており、申立人が 20 歳到達時に

厚生年金保険への加入により国民年金被保険者資格を喪失する 48 年５月まで

の国民年金保険料はすべて定額納付されているものの、当初の記録において厚

生年金保険被保険者資格を喪失したとされる 49 年１月の後に、Ｂ市及び社会

保険庁の記録において国民年金被保険者資格を再取得した形跡は見当たらない

上、平成 20年３月 11日に至り、厚生年金保険被保険者資格喪失日及び国民年

金被保険者資格取得日が昭和 49 年１月１日から同年６月１日に記録訂正され

ていることが確認できることから、申立期間①当時、厚生年金保険から国民年

金への切替手続が適切に行われておらず、申立期間①は国民年金の未加入期間

とされていたために国民年金保険料の納付はできなかったと考えられる。 



  

また、申立期間②については、直前の昭和 62 年 11 月１日から同年 12 月 31

日までの期間が、平成 12年 12月５日の記録統合により厚生年金保険被保険者

期間とされているとともに、直後の昭和 63年 11月から平成２年９月までの期

間が、７年８月 23 日の第３号被保険者の特例届出により国民年金被保険者期

間とされていることが確認できることから、申立期間②当時は当該期間を含む

昭和 62 年 11 月から平成２年 10 月までの期間の国民年金保険料は未納であっ

たものと推認される。 

さらに、申立人は申立人の夫と二人分の国民年金保険料を納付していたと

しているが、申立期間②当時、その夫は法定免除期間であったことが確認でき

る。 

加えて、申立人が申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことを示

す関連資料（日記、家計簿等）が無く、ほかに申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 

 



  

福岡国民年金 事案 1707 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 49 年８月から 57 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生  

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年８月から 57年６月まで 

申立期間の国民年金保険料納付記録を照会したところ、国民年金保険料の

納付記録は確認できなかったとの回答をもらった。 

Ａ市の店に勤務していた昭和 49年８月から 57年６月までの国民年金保険

料は、雇用主が確実に納付しており、Ａ市役所からの保険料の納付督促も

一切なかったので、未加入とされていることに納得できない。 

なお、当時は給料から国民年金保険料を差し引かれていたので、この期間

の保険料の未納は絶対に無いはずである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁及びＡ市役所の記録では、申立人に係る国民年金手帳記号番号

が払い出された形跡は見当たらず、申立人が国民年金に加入し、申立期間の国

民年金保険料を当時の雇用主が納付していたことをうかがわせる事情も見当た

らない。 

また、申立人の当時の雇用主が申立期間に係る国民年金保険料を納付して

いたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）が無い上、申立人は国民年

金への加入手続及び申立期間の国民年金保険料の納付に関与しておらず、申立

人の国民年金への加入手続及び国民年金保険料の納付をしたとする当時の雇用

主の存否も確認できないため、国民年金の加入状況、保険料の納付状況等が不

明である。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。  

 



  

福岡国民年金 事案 1708 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 61 年４月から 63 年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生  

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年４月から 63年９月まで 

申立期間の国民年金保険料納付記録を照会したところ、国民年金保険料が

納付された記録は確認できなかったとの回答をもらった。 

申立期間の国民年金保険料は、国民健康保険料と一緒に納付書により金

融機関で納付したので、未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ市役所が保管する申立人に係る国民年金被保険者名簿の資格関係等届出

欄に「受付日：63.9.7、内容：61.4.1 １号（適用もれ）」の記載があること

を踏まえると、申立人は、昭和 61 年４月からの国民年金法（新法）施行に伴

う国民年金への加入手続を行わず、63 年９月７日に国民年金への再加入届出

を行ったため、強制加入の国民年金被保険者資格を 61 年４月までさかのぼっ

て取得し、上記の記載となったことがうかがえる。 

また、社会保険庁の記録により、申立人は、上記受付日の翌月の昭和 63 年

10 月から国民年金保険料を納付していることが確認でき、当該受付日の時点

では、申立期間のうち、61 年４月から同年６月までの期間は時効により国民

年金保険料を納付することができない期間である。  

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無い上、申立期間の国民年金保険料を納付

していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

なお、国民年金法（旧法）では、「老齢、退職を事由とする給付の受給資格

要件たる期間を満たしている者」は、国民年金の任意加入被保険者とされてお

り、社会保険庁の記録から、申立人は、昭和 60 年１月１日に、厚生年金保険

の給付の受給資格要件を満たす厚生年金保険加入期間が 240 月に達したことに



  

より、厚生年金保険の任意継続被保険者としての資格を喪失したため、この時

点で国民年金への任意加入もすることができたものと考えられる。しかしなが

ら、61 年４月から施行された国民年金法（新法）では、上記受給資格要件を

満たしている者についても、60 歳に達するまでは国民年金の強制加入被保険

者とされたため、同年４月以降に国民年金被保険者資格を再取得する必要が生

じたことから、申立人が 63 年９月７日に加入手続をするまでは、申立期間は

適用漏れとして未加入となっていたものと推認される。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 

 



  

福岡国民年金 事案 1709 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 50年５月から同年 11月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 女  

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 24年生  

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 50年５月から同年 11月まで  

私は、昭和 50 年５月に結婚しＡ市Ｂ区のアパートに住んでいたが、その

とき以来、自宅に来た集金人に国民年金保険料を納付していた。最初は、

定額の保険料を納付していたが、集金人に勧められて、同年 12 月から付加

保険料も納付したことを記憶している。 

申立期間に係る国民年金保険料の領収書は見当たらないが、国民年金保

険料を納付したのは間違いないのに、申立期間の保険料が未納になってい

るのは納得できない。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所が保管する国民年金手帳記号番号払出簿により、申立人の

国民年金手帳記号番号は、昭和 50 年 11 月 21 日に夫と連番で払い出されてい

ることが確認でき、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたこ

とをうかがわせる事情は見当たらない上、社会保険庁の特殊台帳により、申立

人及びその夫はいずれも申立期間の国民年金保険料が未納になっていることが

確認できる。 

また、申立人は、申立期間直後の期間に係る国民年金保険料の領収書を所

持しており、申立人が提出した昭和 50 年 12 月及び 51 年１月から同年３月ま

での期間の国民年金保険料納付書兼領収書により、国民年金保険料の納付日は、

50 年 12 月分が同年 12 月 19 日であること、及び 51 年１月から同年３月まで

の期間の分が同年３月 10 日であることが確認でき、この納付日はＡ市Ｂ区役

所が保管する申立人の国民年金被保険者名簿に記録されている当該期間の国民

年金保険料の納付日と一致する上、50 年 12 月分の国民年金保険料納付書兼領

収書は、同年 12月単独月のものであること、及び 51年１月から同年３月まで



  

の期間の国民年金保険料納付書兼領収書が３か月単位の形式になっていること

を踏まえると、申立人は、50 年 12 月から国民年金保険料を納付し始めたもの

と考えられる。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の国民年金保険料を

納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めること

はできない。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 1559 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 大正９年生  

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 24年９月 27日から 27年７月 21日まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社（現

在は、Ｂ社）には、昭和23年11月から50年３月まで途中で辞めることなく

継続して勤務していたにもかかわらず、申立期間については、厚生年金保

険の加入記録が確認できない旨の回答であった。 

勤務期間の途中で勤務内容等が変化したこともないので、申立期間を厚

生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の勤務実態に関する具体的な供述及び同僚の供述から判断すると、

期間の特定はできないものの、申立人が申立期間においてＡ社に勤務していた

ことは推認できる。 

しかしながら、社会保険庁のオンライン記録及び社会保険事務所が保管す

る当該事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立人は昭和

23年11月１日に当該事業所において厚生年金保険被保険者資格を取得、24年９

月27日に同資格を喪失し、27年７月21日に別の厚生年金保険の記号番号で同資

格を再取得している記録が確認できる上、公共職業安定所の雇用保険被保険者

記録により、申立人の当該事業所おける資格取得日は同年７月21日であること

が確認できるが、それ以前の期間については雇用保険被保険者記録を確認する

ことができない。 

また、当該被保険者名簿により、申立期間当時の厚生年金保険被保険者記

録を調査したところ、申立人のほかに、３人の同僚についても申立人と同様に、

いったん厚生年金保険被保険者資格を喪失した後、当該事業所において同資格

を再取得していることは確認できるものの、当該同僚は死亡又は高齢により供



  

述を得ることができない。 

さらに、当該被保険者名簿において申立期間に被保険者記録が確認できる

同僚に照会したところ、複数の者が「申立期間当時、申立人は、請負で勤務し

ていた。」旨供述していること等を踏まえると、申立人の厚生年金保険の加入

について、ほかの従業員と異なる取扱いがなされていたことがうかがえる。 

加えて、Ｂ社に照会したものの、当時の関連資料を保管しておらず、申立

てに係る事実を確認することができない上、申立人が申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等

の資料は無く、このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

   

 



  

福岡厚生年金 事案 1560 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間における厚生年金保険被保険者記録については、訂正す

ることを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生  

    住    所 ：   

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年２月１日から 50年５月１日まで 

昭和 48 年のクリスマスに子供を連れて仕事に行き、翌日、子供の目が

真っ赤に腫
は

れたため、仕事を辞めようと思い、Ａ社Ｂ支社に退職願を提出

し、49 年１月末で退職したが、厚生年金保険の被保険者記録では、50 年５

月１日が資格喪失日となっている。 

社会保険事務所の名簿には、昭和 49 年２月１日の資格喪失日を訂正した

履歴があり、同年２月以降は勤務していないという上司の証明書もあるの

で、私の厚生年金保険被保険者資格の喪失日を勤務の実態どおり同年２月

１日に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社Ｂ支社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以下「被保険者名

簿」という。）において、事業主が、申立人に係る資格喪失日を、いったん昭

和 49 年２月１日として届け出た後、同年 12 月 27 日に資格喪失の届出を取り

消していることが確認できる。 

しかし、被保険者名簿では、昭和 49 年 10 月の定時決定の記録と 50 年５月

１日の資格喪失の記録を確認することができ、これは、Ａ社が保管している申

立人に係る厚生年金保険徴収台帳（以下「徴収台帳」という。）の定時決定及

び資格喪失の記録と一致している。また、徴収台帳では、同年５月８日に健康

保険の継続療養を申請していることが確認できる。 

さらに、申立人は、昭和 49 年２月以降はＡ社に勤務していないので、社会

保険事務所の記録にある 50 年５月１日の厚生年金保険被保険者資格の喪失日

を 49 年２月１日に訂正してほしいと主張しているが、徴収台帳の資格喪失日

と社会保険事務所が保管する被保険者名簿の資格喪失日の記録は一致している



  

ことから、事業主が申立人の資格喪失日を 50 年５月１日として届け出たと考

えるのが自然である。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人の昭和 50年５月１日の資格喪失日を 49年２月１日に訂正することを認め

ることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 1561 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者としてその主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

と認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生  

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 53年６月１日から 54年７月１日まで 

前職の取引先であるＡ社に、前職の給料の５割増という条件で入社した

のに、厚生年金保険の標準報酬月額が 13 万 4,000 円と、前職の標準報酬月

額より低くなっている。25 万円から 26 万円の給料をもらっていたのは間違

いなく、支給額に見合う標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

公共職業安定所の記録によれば、Ａ社は、申立人に係る昭和 53 年６月１日

の雇用保険被保険者資格取得時の賃金月額を 13 万円として届け出ていること

が確認できる。 

また、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等

の資料は無い上、同僚が提出した給与明細書から、当該事業所における厚生年

金保険料の控除額は、社会保険事務所が記録している標準報酬月額から算出さ

れた保険料額であり、実際の給与額から算出された保険料額ではないことが確

認できる。 

さらに、商業登記簿謄本によれば、当該事業所は平成９年６月４日に破産宣

告を受けており、当時の事業主に照会したが、関連資料を保管しておらず、給

与計算事務を担当していた事業主の妻は既に死亡しているため、申立てに係る

事実を確認することはできず、このほか、申立期間について、申立人が主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が、申立期間について、厚生年金保険被保険者としてその主張する標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを

認めることはできない。 



  

福岡厚生年金 事案 1562 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者としてその主張する標

準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男  

基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 31年生  

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成元年 12月１日から２年８月 31日まで 

社会保険庁における記録では、Ａ社に勤務していた当時の標準報酬月額が

16 万円になっている。当時、私は、同社から毎月 100 万円前後の給与をも

らっていた。正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

   

第３ 委員会の判断の理由 

 申立人は、「給料は、固定給か保証給の名称であったと思うが、固定額とし

て 80 万円、他に営業目標の達成に応じて歩合給として別途支給されており、

合わせて 100万円ぐらいはもらっていた。」と申し立てている。 

しかしながら、Ａ社は既に解散しており、当時の事業主は、「関連資料を

保管していないことから詳しいことは分からないが、申立人は経験が無かった

ことから、給与は少なかったのではないか。」と回答している上、申立人の同

僚は、「申立人は営業職であり、固定給のほかに販売実績に応じて歩合給が

あったが、申立人がどの程度の給与をもらっていたのかは承知していない。」

と供述している。 

また、社会保険庁のオンライン記録（被保険者縦覧照会回答票）によれば、

申立期間当時、当該事業所の従業員の標準報酬月額は、11 万円から 44 万円ま

での範囲であることが確認できる。 

さらに、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、

このほか、申立てに係る事実について確認できる関連資料及び周辺事情は見当

たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が、申立期間について、厚生年金保険被保険者としてその主張する標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを

認めることはできない。 

 



  

福岡厚生年金 事案 1563 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男  

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 大正 14年生  

住    所 ：   

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 17年１月ごろから 23年５月ごろまで 

昭和 16 年 12 月に工業学校を繰上卒業して、17 年１月にＡ社（現在は、

Ｂ社）に入社し、外地にあったＣ鉱山で、採掘業務に従事していた。 

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社が保管する社員原簿索引票において、申立人が昭和 17 年１月 10 日に

Ａ社に入社し、23 年８月 31 日に退職していることが記載されていることから、

申立人は、申立期間において同事業所に在籍していたことが認められる。 

しかしながら、申立期間当時における厚生年金保険法（当時は、労働者年

金保険法）の適用範囲は、日本国の「内地」に限定されており、「外地」に所

在する事業所は厚生年金保険の適用事業所となることはできず、社会保険事務

所の記録によると、Ａ社Ｃ鉱山が厚生年金保険の適用事業所であったことの記

録は確認できない。 

また、申立人は、「申立期間中に陸軍に召集され、従軍期間中は会社から

の給与の支給は無かった。」と供述している上、申立人が同じ鉱山で一緒に勤

務していたとして名前を挙げる同僚は、既に死亡しており、その妻は、「申立

人について承知していない。私も夫と一緒に外地に行っていたが、当時、夫が

厚生年金保険に加入していたのか否かは分からない。終戦とほぼ同時に夫と一

緒に内地に引き揚げてきた。」と供述しており、社会保険庁のオンライン記録

（被保険者記録照会回答票）によれば、当該同僚の厚生年金保険被保険者の資

格取得日は昭和 21年１月１日であることが確認できる。 

さらに、社会保険事務所が保管する昭和 25 年８月１日以前に作成されたと

推認されるＡ社の健康保険労働者年金保険被保険者名簿において、申立期間に



  

記録が確認できる被保険者約 2,300人を調査したが、この中に申立人の名前は

見当たらない。 

加えて、Ｂ社の総務部は、「海外事業所に勤務していた申立人を社会保険

に加入させていたか否かについて、当時の書類が保存されておらず不明であ

る。」と回答している上、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、こ

のほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



  

福岡厚生年金 事案 1564（事案 108の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男  

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和８年生  

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 31年２月 12日から 34年９月１日まで 

前回は、申立期間のどこかでＡ鉱業所Ｂ炭坑に勤務していたと申し立て

ていたところ、年金記録確認第三者委員会の判断では、Ａ鉱業所Ｂ炭坑の

健康保険厚生年金保険被保険者名簿に私の名前が見つからず、関連資料も

無いとのことであるが、炭坑で勤務していたことは間違いないので、Ａ鉱

業所Ｂ炭坑以外の事業所も含めて再度調査をしてほしい。 

また、私のことをよく知っている同僚がいるので、この同僚に聴取して、

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）社会保険事務所が保管するＡ鉱業

所Ｂ炭坑に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立人の名前の記載

が無く、健康保険の整理番号に欠番も見られないこと、ⅱ）当該事業所は厚生

年金保険の適用事業所ではなくなっており、申立人が厚生年金保険被保険者と

して厚生年金保険料を控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情

が無いことなどとして、既に当委員会の決定に基づき平成 20年５月 28日付け

で年金記録の訂正が必要とまでは言えないとする通知が行われている。 

今回、申立人は、「Ａ鉱業所Ｂ炭坑以外の事業所（炭坑）で勤務していた

可能性もある。」と申し立てているところ、申立人が当該事業所に勤務する前

に勤務したとするＣ社Ｄ鉱業所が閉山した後に、当時の複数の同僚が勤務した

記録がある他の５事業所（炭坑）について調査を行ったが、申立人がこれらの

事業所に勤務していたことがうかがえる記録、及び供述等は確認できない。 

 また、申立人は、「当時の同僚が、私が当該事業所に勤務していたことを

知っているはずである。」旨主張しており、この同僚に聴取したところ、「申

立人の当時の勤務状況については記憶していない。」と供述している。 

その他に委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこと

から、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

福岡厚生年金 事案 1565 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男  

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和 14年生  

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 59年 10月 25日から 60年７月１日まで 

昭和 59 年 10 月 25 日に入社したＡ社における厚生年金保険の被保険者記

録が、約９か月後の 60 年７月１日からとなっている。給与明細書をもらっ

た時に、厚生年金保険料が控除されているのをいつも確認していた。申立

期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、申立人の入社日は昭和 59 年 10 月 25 日であると回答しており、申

立人が、申立期間に同社に勤務していたことは推認される。 

しかしながら、当該事業所は、「申立期間中、申立人は厚生年金保険の適

用から除外していたので、給与から厚生年金保険料の源泉控除は行っていな

かった。」と供述している。 

また、申立人が、同日に厚生年金保険の被保険者資格を取得していると記

憶する同僚４人の入社時期について確認したところ、そのうち二人は申立人よ

り先に入社しており、別の二人は申立人とほぼ同時期に入社していると供述し

ている上、当該事業所が保管する社員管理カードで確認できる入社日が昭和

60 年２月５日である同僚の厚生年金保険被保険者資格の取得日が同年６月１

日であることを踏まえると、当該事業所では、従業員について、入社と同時に

一律に厚生年金保険に加入させる取扱いではなかったことがうかがえる。 

さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、申立

人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

福岡厚生年金 事案 1566（事案 535の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年 12月から 63年 12月まで 

社会保険事務所に厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社（現在

は、Ｂ社）に勤務していた申立期間に係る被保険者記録が無いとの回答が

あった。 

昭和 62 年秋ごろ、仕事中に足を骨折して４か月程入院し、労働者災害補

償給付も受けており、当時、勤務していたことは事実であるので、申立期

間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、公共職業安定所の記録によれば申立期

間に係る雇用保険被保険者記録が確認できないこと、社会保険事務所が保管す

るＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿及び社会保険庁の記録においても、

申立人の申立期間における厚生年金保険の被保険者記録が確認できないこと、

また、Ｂ社は申立ての事実を確認できないと回答していることなどとして、既

に当委員会の決定に基づき平成 20 年 12 月 19 日付けで年金記録の訂正が必要

とまでは言えないとする通知が行われている。 

今回、申立人は申立期間において間違いなく厚生年金保険に加入していた

と主張しているが、Ａ社に勤務していた申立人の同僚二人は、それぞれ、「申

立人を記憶しているが、入社時期については分からない。入社後、３か月から

半年経過すれば、正社員として社会保険に加入していた。また、当時はアルバ

イトも多くおり、アルバイトの給料は出来高払いで、社会保険には加入してい

なかった。」、「申立人を記憶しているが、入社時期については分からな

い。」と供述している。 

その他に委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこと

から、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



  

福岡厚生年金 事案 1567 

 

第１ 委員会の結論 

１ 申立人は、申立期間①について、厚生年金保険被保険者としてその主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認めることはできない。 

２ 申立人は、申立期間②について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生  

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 49年６月１日から 54年３月１日まで 

             ② 昭和 54年３月１日から 55年２月 15日まで 

申立期間①について、社会保険事務所の記録では、Ａ社（現在は、Ｂ社）

に営業担当として勤務していた期間の標準報酬月額が低くなっている。実

際に給与から控除されていた保険料に見合う標準報酬月額と相違している

ので、当該期間における標準報酬月額を訂正してほしい。 

申立期間②について、厚生年金保険の加入記録を照会したところ、Ａ社に

勤務していた当該期間に係る被保険者記録が無いとの回答があった。当該

期間においても継続して勤務していたことは事実であるので、当該期間を

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①における標準報酬月額について、社会保険事務所が保管するＡ

社に係る申立人の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の記録と社会保険庁

の記録は一致している上、申立人の標準報酬月額がさかのぼって引き下げ

られているなどの不自然な点は確認できない。 

    また、Ｂ社は、「当時の社会保険関係資料等は保存しておらず、申立ての

事実については確認できない。」と回答している上、Ａ社に勤務していた

申立人の同僚は、「当時、多くの事業所が標準報酬月額を基本給のみにつ

いて届出を行うなど、実際の報酬月額より低く届け出ていたと記憶してい

る。」と供述しているほか、申立人と同時期に厚生年金保険被保険者資格



  

を取得している同僚の標準報酬月額を確認したところ、申立人とほぼ同様

に推移していることから、申立人の標準報酬月額が特に不自然である事情

はうかがえない。 

    さらに、申立人は申立期間①における標準報酬月額の相違について申し立

てているが、その主張する標準報酬月額に相当する厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は

無く、このほか、申立てに係る事実について確認できる関連資料及び周辺

事情は見当たらない。 

    これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が、申立期間①について、厚生年金保険被保険者としてその主張する

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことを認めることはできない。 

 

  ２ 申立期間②について、社会保険事務所が保管する健康保険厚生年金保険被

保険者名簿では、申立人の被保険者資格喪失日は昭和 54 年３月１日となっ

ており、同年３月６日付けで受付処理されていることが確認できる。 

    また、公共職業安定所の記録によれば、申立期間②における申立人に係る

雇用保険被保険者記録は確認できない。 

    さらに、Ｂ社では、「申立人に係る関係資料等は保存しておらず、申立て

の事実を確認できない。」と回答しているほか、Ａ社に勤務していた申立

人の同僚５人は、いずれも、「申立人の退職時期については、はっきりと

した記憶は無く、当時の厚生年金保険の適用については分からない。」と

供述していることから、申立期間②における勤務実態及び事業主による厚

生年金保険料控除の事実について確認することができない。 

    なお、社会保険庁の記録によれば、申立人は、昭和 54 年３月１日に国民

年金被保険者資格を取得し、当月分の国民年金保険料を納付していること

が確認できる。 

    加えて、申立人は申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持しておらず、

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これら事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間②に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 


